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***********************************************************************************************************








　はじめに２０１０年以後の新型コロナウィルスをめぐる経過をまとめたあと、今の緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の根拠になっている新型インフルエンザ等対策特別措置法の問題点を指摘した。この法は12年に制定され、今回のコロナ対策にも使えるように、20年３月と21年２月に改定された。





特措法の問題点





　突然発生する自然災害と違って感染症対策は時間的余裕があるから、緊急事態宣言はせめて国会の事前承認が必要としたい。まん延防止措置は国会報告事項でもない。入院したくてもできない実態なのに入院拒否に罰則とは何事か。





コロナがあぶり出したもの





　コロナは現代社会の諸問題をあぶり出した。開発による環境破壊が感染拡大をもたらしたこと、新自由主義による病床・病院・保健所の削減で日本の人口１０００人当りの医師数は２･４人になり、ＯＥＣＤ平均３･５人を下回っていること、生活・教育・労働などあらゆる面で弱者へのしわ寄せが顕著になっていることなどを指摘。





コロナに便乗する自民党





　自民党はコロナでの緊急事態に便乗して緊急事態条項を加える改憲推進を企てている。めざすところは中曽根首相がいう「大統領的首相」で、安倍・菅首相がやってきたことは、まさにその実行といえる。


　その結果、一般市民に対しては監視と治安維持活動が強化されてきた。監視活動としては、感染防止対策を理由に個人情報、位置情報の集約と活用が始まり、デジタル監視法によってさらに促進されるだろう。


　法を逸脱する警察の活動も見過ごしてはならない。





マスメディアの動きも問題





　「自粛」を煽るマスメディアの過剰な報道も問題だ。


　総じて、生命の維持や生活のしかた、健康など個人の領域に属する事柄に、権力が立ち入り管理する政策がコロナ禍を利用して強まっている。それを受けて「自粛」し主体的に服従する、させる動きも目立つ。


　このことに十分警戒しなければならない。





政権交代の必要性





　コロナ対策にも失敗した新自由主義の政治を転換するには、どうしても政権交代が必要だ。憲法９条にもとづく「人間の安全保障」と25条にもとづく福祉国家を実現し、民主主義・立憲主義を回復しよう。





　◆必要な「労組と市民と野党の共闘」





　安保法制＝戦争法に反対し９条改憲を阻止してきた大きな運動の土台をつくってきたのは総がかり行動実行委員会だが、その構成団体のなかでは、労働組合が組織としての力を発揮して大きな役割をはたしてきたし、これからも市民とともに労働組合ならではの役割を大いに発揮してほしい。


　そしてこれからは各都道府県単位の総がかり体制をつくることが大事な課題になる。





　◆立憲野党に望みたい「自公を超える本気の野党共闘」





　いままで対立と分裂を繰り返してきた野党、今もなかなか候補者が決まらない野党だが、今度こそは政権をとる本気の構えと準備を早く進めてほしいと願っている。





少しずつでも変えて行こう





　質疑応答では、実際に今の社会や政治をどうしたら変えられるのかという問題がいろいろな角度から議論された。


　清水先生からも、労働組合の加入率が17％しかないこと、学生の多くは新聞を読んでいないことなど、難しい面もたくさんあるが、結局時間をかけて少しずつでも変えていくしかないのではないか、それにはこういう集会に一人で参加しないで誰かを誘っていくとか、地道な努力が必要などの話が出た。また、憲法研究者のなかでも市民的活動に参加する人はごく少ない、市民のほうからも研究者に講師を依頼するなど働きかけてほしい、それは研究者にとってもかならず新しい発見があるはず、とのよびかけもいただいた。


　　（石山 久男・記）
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　調布｢憲法ひろば｣は５月23日、コロナ禍で引き続き定数を制限されたあくろすホールで、九条の会世話人・日体大教授の清水雅彦さん（写真上）にご足労願って166回例会。テーマは「コロナ・人権・憲法」。清水さんの、ていねいなレジメにもとづく１時間余のお話を直接聞けたのは27人だったが、オンライン参加を含め32人となった。司会は丸山重威世話人（写真左）、記録は石山久男世話人が分担した。　（編集部）











九条の会世話人、日本体育大学(憲法学)教授








